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OECD 国際法人課税に関するモデルルールの公

表、東南アジア各国の対応動向 

 

 

在シンガポール 日系企業の皆様 

貴社益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のお引き立てを受け賜り、厚くお礼申し上げます。 

以下の内容の英文ニュースレターについて、本リンクをご参照くださ

い。 

Snapshot 

2021年 12 月 20日、BEPSに関する G20/OECD包摂的枠組み（以下、

「包摂的枠組み」）は、経済のデジタル化に起因する税制上の課題 - 

グローバルな税源浸食防止モデルルール（第二の柱）を発表しました

（以下、「モデルルール」）。これは、2021年 10月 8日に 135以上の

加盟国によって合意された「経済のデジタル化に伴う課税上の課題に

対処するための 2つの柱からなる解決策に関する声明」に続くもので

す。 

2017年以降、包摂的枠組み（以下、「IF」）の 141の加盟国は、経済

のデジタル化に起因する税制上の課題への対応として、ネクサスと利

益配分の課題（「第一の柱」）とグローバルミニマム課税ルール

（「第二の柱」）の「二本の柱」のアプローチを展開しました。 

 

モデルルールの概要については、本リンクをご参照ください。 

 

 

コメント 

2021年 12 月 20日に公表されたモデルルールは、国際税務の発展の重

要なポイントです。同モデルルールは、多国籍企業に対するのと同様

に、他国政府に対して一定の税制基準を課すものであり、多くの国が
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外資誘致競争の要因として法人税を取り除きたいという姿勢を反映し

ています。グローバリゼーションの時代にこれを達成するために、モ

デルルール（第一の所得合算ルールと第二の軽課税支払ルール）は、

実効税率の比較や、国内の法人税制の違いを考慮するために、世界的

に調和のとれた課税ベースを作成するなど、根本的な変更を導入しよ

うとする結果、極めて複雑なものになっています。同モデルルール

は、繰延税金資産・負債を含む、会計と税務の概念が混在しており、

事実上、大企業（広くは、国別報告書の対象企業）は、第二の柱の計

算目的で第 3の帳簿を保持する必要が生じる可能性があります。この

複雑さは、計算をなるべく簡素化するために、15個の選択項目（いく

つかは国単位）によって強調されます。 

 

モデルルールの完成と公表のためのタイトなタイムテーブルは、包括

的なフレームワークによってまだ取り組まれている第二の柱の最低税

アプローチの他の重要な構成要素があることを意味します。これに

は、2022年初頭に公表される詳細なコメンタリーや、発展途上国から

低税率国への一部のグループ内支払いに対して優先適用される「租税

条約の特典否認ルール」に関する租税条約の草案が含まれます。ま

た、2022年後半に所得合算ルール及び軽課税支払ルールを実施する

（および一貫性を確保する）条約条項が設けられる可能性がありま

す。所得合算ルールは 2023年に施行されることが意図されています。

欧州委員会は、2021年 12月 22日に EUに第二の柱を実施するための指

令草案を公表する予定です。 

 

多くの企業は、モデルルールの策定においてパブリックコンサルテー

ションの機会がなかったことを懸念しており、いくつかの特定の業界

問題（規制対象銀行の追加 Tier 1資本など）に対応しているものの、

他の具体的な点では懸念を抱いていると思われます。IFは、2022年に

GloBE実施フレームワークに関する協議を予定しており、モデルルール

の協調的な実行を促進するための税務行政ルール、ガイダンス、およ

び手続を策定する予定です。 

 

新しいモデルルールは、ルールの理解、データへのアクセス、計算の

実行と処理、会計処理の理解、および過年度変更の調整、追加的な第

二の柱に係る申告書や通知の提出など、グローバルの税務コンプライ

アンスの観点から大きな変革を必要とします。 

企業は、国別報告書の要件に関連して、負担が大きく、国・地域間で

一貫性がないことが判明しているため、すべての税務当局に「通知」

が必要であるという提案を特に懸念しています(税務当局の追加的な利

益は限定的と思われます）。また、各国政府は、複数の国でコストの

かかる第二の柱の申告を共有するための協定を迅速に締結することが

不可欠であり、それに伴う機密保持リスクが生じる可能性がありま

す。税務行政フォーラムでは、2022年の税務当局の優先事項の 1つと

して、第一の柱と第二の柱の両方を効果的に実施することであると述

べられています。 

 

依然、多くの重要な疑問が残っています。 

• 第一に、米国の GILTI制度は、第二の柱ルールと共存する体制とみ

なされるように適応されるのか？ 

• 第二に、低税率国の政府は、第二の柱のルールにどのように対応す

るのか？おそらく多くの国が大規模な多国籍企業の税率を 15%に引

き上げるという対応を取るでしょう。第二の柱ルールは、実際に経

済活動が行われる国で納税することを可能にするために、国内最低

税制に配慮したうえでこの対応を予想しています。重要かつ効果的

なセーフハーバーが合意されない限り、世界的な最低税率の政治的

目標を達成するための代償は、事業を行う国に関係なく、すべての



大規模な多国籍企業にとってコスト増を伴うコンプライアンスにな

ります。 

 

東南アジアの展望 

フィリピン、カンボジア、ミャンマー、ラオスを除いて東南アジア地

域の他の国々は BEPS IFに参加し、経済のデジタル化から生じる課税

上の課題に対処するための 2つの柱の解決策に合意しました。第二の

柱に関する各国固有のインサイトは次のとおりです。 

 

シンガポール：シンガポールでは、現行の税制や税制優遇措置によ

り、一部の種類の所得は非課税か、優遇税率で課税されます。したが

って、シンガポールで事業を行う多くのグループは、実効税率が 15%未

満であり、所得合算ルールの下でトップアップ税の対象となる可能性

があります。 

第二の柱に基づくグローバルミニマム課税により、外国からの投資を

誘致するための税制措置が制限されるかもしれませんが、シンガポー

ルは、その他の競争上の優位性を維持・強化し続けることができれ

ば、有利な投資先であり続ける可能性があります。シンガポールが引

き続き外国投資を誘致するために税制以外の事項に重点を置くことが

期待されます。グローバルなコネクティビティ、政治的安定性、プロ

ビジネス環境、多様な人材プール、法制度、革新的で弾力的な精神な

ど、シンガポールの中核的な強みは、魅力的な投資先としてのシンガ

ポールの総合的な競争力に引き続き貢献することでしょう。 

シンガポールは、第二の柱に対応して法人税制を調整することが予想

されます。シンガポールは GloBEルールの対象となるものの、シンガ

ポールでの実効税率がグローバルミニマム課税率 15%未満のグループに

対して、トップアップ税を別制度で徴収するために、国内ミニマム課

税の導入を検討すべきでは？という議論も出てきています。 

 

マレーシア：マレーシアは IFのメンバーとして、OCEDの計画に従って

第二の柱を実施することが期待されますが、タイムラインについて若

干変更される可能性があります。マレーシアは第二の柱に関する具体

的な公表をしていませんが、財務省、税務当局、投資庁はすでに定期

的に議論や協議を行っています。 

マレーシアが今のところ 7億 5000万ユーロの推奨閾値を採用すると予

想しています。国内ミニマム課税の導入は、現時点で可能性が低いと

予想されます。5年間軽課税支払ルールの対象外であることは、マレー

シアで税制優遇措置を享受する特定の多国籍企業にとって有益です。

また、マレーシアが第二の柱に照らして税制優遇制度を徹底的に見直

すことも予想しています。マレーシアは、引き続き外国投資を誘致す

るために税制以外の事項に取り組むことが予想されています。 

 

タイ：タイ国税当局（TRD）とインセンティブ当局である投資委員会

（BOI）は、第二の柱に対する潜在的な影響と対応策について話し合う

ために会合を開き議論しています。方向性や移行計画の面で現在も議

論が進行中です。また、現時点では、国内ミニマム課税を導入した

り、閾値を下げる（7億 5000万ユーロ以下）予定はないと理解してい

ます。TRD は、IF加盟国の最小要件に基づいて様子見のアプローチを

採ると予想されます。 

タイの適用対象企業 79社（最低売上高は 7億 5,000万ユーロ）のう

ち、21社は EBTが 15%未満のようです。そのうち、多くの企業は、BOI

の優遇措置の下でタイでの税負担が軽減されたタイのアウトバウンド

多国籍企業です。このような企業にとって最も重要な問題は、TRD/BOI

が第二の柱の実施にいつ、どのように対応するかです。 

所得合算ルールと軽課税支払ルールに関して、今のところ TRDからの

具体的な方向性は出ていません。「租税条約の特典否認ルール」は租

税条約に基づくルールであるため、TRDは最低税率 9%の OECD の勧告に

従う可能性が高いと予想されます。 



 

ベトナム：ベトナムは、グローバルミニマム課税を支持するコミット

メントに参加する IF加盟国の一つであるため、一般的に第二の柱を適

用することになります。しかし、現段階では、第二の柱の税制はあく

まで政策的な枠組みとして考えられています。なお、執行にあたって

は国内法の制定が条件となります。 

このため、ベトナムでは、ベトナムの市場に対する第二の柱の影響と

現地税規制の改正方法を調査するために、税務総局にタスクフォース

を既に設置しています。今のところ、ベトナムが国内ミニマム課税を

導入することは想定していません。代わりに、最近いくつかの新しい

税制優遇措置が導入されています。 

 

インドネシア：第二の柱は、多国籍企業に税制優遇措置を与える政府

の能力を制限するため、インドネシアの税制優遇制度の徹底的な見直

しが予想されます。 

 

フィリピン：フィリピンは IFの加盟国ではありませんが、政府が

GloBEルールを採用する可能性があると理解しています。第二の柱は、

昨年導入されたフィリピンの税制優遇措置の有効性を低下させるた

め、フィリピンの優遇措置制度に影響を与えます。フィリピンの税務

局はこれを認識しており、グローバルミニマム課税に照らしてこれら

の新しい優遇措置を再検討する予定です。財務省は、第二の柱の要件

にどのように対処するかについて、まだ何の公表もしていません。 

 

ミャンマー、カンボジア、ラオス：現時点において、第二の柱に関す

る具体的なロードマップはありません。 

 

 

 

 

 

連絡先 
上記またはその他の詳細については、以下に記載されている連絡先またはシン

ガポールのタックスチームのメンバーまでお問い合わせください。 

 

平山 真澄 (Masumi Hirayama) 

国際税務 

（プリンシパル） 

Deloitte Tax Solutions Pte. Ltd. 

 

+65 6800 2828 

mahirayama@deloitte.com 

 

五十嵐 潤 (Jun Igarashi) 

SEA 日系企業移転価格統括 

（パートナー） 

Deloitte Tax Solutions Pte. Ltd. 

 

+65 9244 3909 

juigarashi@deloitte.com 

  

木谷 聡 (So Kitani) 

グローバル・エンプロイヤー・サービス 

（シニアマネジャー） 

Deloitte Tax Solutions Pte. Ltd. 

 

+65 6530 8051 

sokitani@deloitte.com 

 

奥村 光輝 (Mitsuteru Okumura) 

移転価格 

（ディレクター） 

Deloitte Tax Solutions Pte. Ltd. 

 

+65 9244 3909 

mokumura@deloitte.com  

 

Deloitte Singapore Japanese Services Group Tax ウェブサイトに過去の移転価格・

税務セミナー・ニュースレターを載せております。詳細はこちらをご確認ください。 

https://www2.deloitte.com/sg/en/pages/tax/articles/japanese-services-group-

tax.html 
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